
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 
2025 年 12 月 6 日（土）、7 日（日）の両日、高知工科大学永国寺キャンパスを大会会場に中国四国教

育学会第 77 回大会を対面形式にて開催することができました。ご参加いただいた多くの会員の皆様に

お礼を申し上げるとともに、会場校をお引き受けいただいた大会実行委員会委員長の中村直人先生をは

じめ、実行委員の先生方、そして運営面で大会を支えていただいた院生や学生の皆様に深く感謝申し上

げます。また、高知工科大学経済・マネジメント副学群長の土屋哲先生には、総会にて学会を励まして

いただくご挨拶をいただきました。あらためて感謝申し上げます。 
大会に先立ちまして 12 月 2 日（火）に理事会を開催し、本学会の今後の課題について議論を行いま

した。直近の課題は『教育学研究紀要（CD-ROM 版）』のオープンアクセス化に向けた手続き、持続可

能な学会運営のあり方（学会事務局の今後の体制など）他、本学会の存在価値にかかわる重要な課題に

ついて意見交換をいたしました。 
6 日と 7 日には、25 部会で 133 件（4 件辞退を含む）の自由研究発表が行われました。また大会校企

画の公開シンポジウムと 3 件のラウンドテーブルもあわせて実施され、2 日間で正会員 165 名、臨時会

員 82 名と多くの参加者をえて盛大な研究大会となりました。大会 1 日目の午後に開催されたシンポジ

ウム「少子化×学校×DX」には会場に 60 名のご参加をいただきました。登壇者として松坂孝紀先生（徳

島県神山まるごと高等専門学校）、上村安和先生（高知県香美市教育委員会）には高知工科大学まで足を

運んでいただき、貴重な提案をいただきました。先生方のご提案により活発な論議が生まれ学会の研究

活動にたいへん刺激をいただきました。あらためて感謝申し上げます。 
その後の総会において、会長選挙の結果、次期会長として曽余田浩史会員が選出されたことが報告さ

れました。また、『教育学研究紀要』につきまして、2026 年度以降は CD-ROM 版を廃止し、オープン

アクセス化（J-STAGE への搭載）することが承認されました。次年度 2026 年の第 78 回大会は広島大

学東広島キャンパスを会場として開催されることが決まりました。 
2026 年 3 月末日をもちまして、３年間の会長任期を終えることになります。第 77 回大会が会長とし

て関わらせていただく最後の大会となりました。かねてより『教育学研究紀要』のオープンアクセス化

を求める声をうかがっておりましたところ、なんとか任期中にこれを実現する筋道をつけることが叶い

ました。ご尽力くださいました事務局・編集委員会の皆様に心よりお礼申し上げます。本学会には中国

四国地区の教育研究を盛り上げるミッションがございます。大学院の修了とともに退会される会員の多

いことに心を痛め、現職教員の皆様にも継続して研究活動の場を提供できるような学会となるにはどう

すべきなのかも検討して参りましたが、この課題は次期会長に委ねたく存じます。 
 

    【会長・丸山恭司】 
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○自由研究発表・シンポジウム・ラウンドテーブル 
 大会 2 日間を通して、計 25 部会で 133 件（取消 4 件を含む）の自由研究発表が行われ、各部会において

活発な議論が交わされました。 
大会 1 日目の午後に開催されたシンポジウムには、60 名の参加者がありました。司会の岡谷英明会員（高

知大学）、中村直人会員（高知工科大学）により趣旨説明がなされた後、登壇者である松坂孝紀氏（徳島県

神山まるごと高等専門学校）、上村安和氏（高知県香美市教育委員会）より報告がなされました。続けて司

会者・提案者を交えて議論を行いました。 
大会 2 日目の午後には、3 件のラウンドテーブルが開催されました。 
 

○理事会・総会報告 
 理事会は、2025 年 12 月 2 日（火）18 時から Zoom を用いたオンライン形式で開催され、役員 16 名と

次期大会校実行委員 2 名、事務局幹事 4 名が出席し、総会に提出する事項についての審議等が行われました。 
総会は、大会 1 日目に開催されました。高知工科大学経済・マネジメント副学群長の土屋哲先生よりご挨

拶をいただいた後、議長団（尾島卓会員〈岡山大学〉、中村直人会員〈高知工科大学〉）による進行のもとで、

事務局から各種報告が行われました。会長選挙の年度であった今年の総会では、新会長として曽余田浩史会

員（広島大学）が選出されたことが報告され、曽余田会員より、『教育学研究紀要』のオープンアクセス化

に伴う課題に取り組んでいくこと、今後の事務局体制をより持続可能なものにするという課題を引き続き

検討していきたいとの挨拶がありました。 
続いて 2024 年度決算報告・会計監査報告、2025 年度予算案・中間決算報告、次年度大会開催校、役員

交代、『教育学研究紀要』のオープンアクセス化についての審議がなされ、全て原案通りに承認されました。

特に、『教育学研究紀要』(CD-ROM 版)のオープンアクセス化については、昨年度に引き続き審議がなされ

ました。これまでのオープンアクセス化に関する経緯が説明されたのち、これからの方針については、『教

育学研究紀要』を 2025 年度は例年通りに CD-ROM 版で発行し、2026 年度以降は CD-ROM 版を廃止して

オープンアクセス化（J-STAGE への搭載）することが決定されました。併せて、オープンアクセス化に係

る研究倫理審査の啓発、剽窃チェックソフトの導入を継続的に審議していくことが承認されました。 
 

中国四国教育学会・総会次第 

 
○次年度大会のお知らせ 
 次年度の第 78 回大会は、広島大学東広島キャンパスを会場として開催される予定です。詳細は年度明け
にご案内します。会員の皆様のご参加をお待ちしております。 

１. 大会校 副学群長挨拶                    （高知工科大学副学群長 土屋 哲） 

２. 会長挨拶                                    （会   長         丸山 恭司） 

３. 大会校 大会実行委員長挨拶               （実行委員長  中村 直人） 

４. 議長団選出                            （事 務 局 長     曽余田浩史） 

５．報告事項 

（１）事業・会議報告                 （事 務 局 長  曽余田浩史） 

（２）研究推進事業報告                 （事 務 局 長  曽余田浩史） 

（３）編集委員会報告                 （編集委員長   滝沢 潤） 

（４）会長選挙結果報告                         （選挙管理会  白石 崇人） 

６．審議事項 

（１）2024 年度決算報告・会計監査報告               （事 務 局 長  曽余田浩史） 

（監   査         山中 翔） 

（２）2025 年度予算・中間決算報告              （事 務 局 長  曽余田浩史） 

（３）次年度大会開催校および副会長・役員の交代について  （会    長          丸山 恭司） 

   次期大会校挨拶                   （次期大会校        草原 和博） 

（４）『教育学研究紀要』（CD-ROM 版）のオープンアクセス化 

について                     （編集委員長            滝沢 潤） 

（５）その他 



〇課題研究報告 

今年度の特別な対応として、課題研究に採択されたものの成果を学会で発表できない場合には、学会のニ

ュースレター等での進捗報告ができる場を設けることになりました。 
 

・研究代表：奥村尚 

・研究課題タイトル：「ドイツの民主主義教育と政治教育における「学校」の意味付けの類似と相違：日本

における学校全体での主権者教育を目指して」 

本研究の目的は「ドイツの民主主義教育（Demokratiepädagogik）と政治教育（politische Bildung）におけ

る『学校』の意味付けの類似と相違」を明らかにすることです。そして民主主義教育と政治教育の関係性

を解明し、日本における学校全体での主権者教育を考えるフレームワークに示唆を得たいと考えていま

す。 
 背景として、日本の学校教育の目標の 1 つに「主権者の育成」があり、学校全体での取り組みが重要で

すが、その具体像は明らかになっていないということがあります。たとえば特別活動は子どもが自分たち

の生活を自分たちで考え、実行する民主的な活動の 1 つです。そして社会科（地理歴史科、公民科）は民

主主義を教える教科として誕生し、実践を重ねています。しかし社会科と特別活動の連携はあまり試みら

れてきませんでした。 
 そこで本研究はドイツの民主主義教育と政治教育に注目します。民主主義教育は特定の教科に限定さ

れない教育実践で、日本の特別活動や「総合的な学習/探究の時間」に近いものです（柳澤 2023）。対して

政治教育は主権者の育成を目的とする教科での学習を主とするという点で日本の社会科に近いもので

す。民主主義教育と政治教育の関係性は、日本における特別活動等の教育と教科教育の関係性を考える参

考になるのではないかと考えられます。 
 とくに民主主義教育と政治教育は「学校」を取り上げる点で共通していますが、その意味は異なりま

す。民主主義教育は学校における様々な意思決定の過程に生徒が参加することを重視し、学校を参加の対

象として取り上げます（柳澤 2023）。対して政治教育は子どもの社会化を促す場として学校を捉え、その

社会化機能を批判対象にも想定します（宅島・奥村・高松・二宮・村田 2025a）。このように両者は学校の

意味を異にしています。 
 そこで両者の「学校の意味づけ」の詳細を明らかにすることで、民主主義教育と政治教育がどのように

連携しうるのか、逆に連携しえないのかを考察できるのではないか――。本研究はこのような着想のも

と、2023 年から研究会を立ち上げ、研究を進めてきました。 
 これまで政治教育における学校の意味づけや、社会科以外での政治教育の実践について明らかにして

きました。2026 年度は民主主義教育における学校の意味づけを調査し、政治教育における意味づけと比

較考察したいと考えています。 
・ 宅島大尭、奥村尚、高松尚平、二宮諒、村田一朗（2025a）「ドイツにおける『政治教育のナショナル

スタンダード』はなぜ学校を取り上げるのか」『教育学研究紀要 CD-ROM 版』（70）、pp.630-641. 
・ 宅島大尭、奥村尚、高松尚平、二宮諒、村田一朗（2025b）「ドイツ連邦バイエルン州における Politische 

Buildung の構造」全国社会科教育学会第 73 回全国研究大会（熊本大学）自由研究発表資料

（https://researchmap.jp/sse.ce.pe.sp.on/presentations/51489380） 
 紙幅の関係上詳細は割愛しましたが、これまでの発表資料やご質問・ご依頼はは研究代表者である奥村

尚の Researchmap をご参照ください。 
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〇図書 
・折出健二会員（人間環境大学）より寄贈  
折出健二『そばにいる他者を信じて子は生きる―〈伴走者〉という役割―』、ほっとブックス

新栄、2015 年 8 月。 
 
・齋藤眞宏会員（旭川市立大学）、大坂遊会員（周南公立大学）、渡邉巧会員（広島大学）、 
草原和博会員（広島大学）より寄贈 
齋藤眞宏、大坂遊、渡邉巧、草原和博編著『セルフスタディを実践する：教師教育者による研

究と専門性開発のために』学文社、2024 年 3 月。 
 

〇紀要・ニュースレターなど 
・『関西教育学会研究紀要』第 25 号、関西教育学会、2025 年 10 月。 
・『東北教育学会研究紀要』第 28 号、東北教育学会、2025 年 3 月 。 
・『中部教育学会紀要』第 25 号、中部教育学会、2025 年 6 月。 

 

 
  

      寄 贈 図 書   （2024.12.1～2026.1.6） 


